
「サステイナブルキャンパス推進本部（Ｏffice of Sustainable Campus）」設置構想 

 

１．背景及び必要性 

（１） 背景 

北海道大学は、持続可能な社会の実現に向けて、大学が果たす役割の重要さを認識し、

これまで様々な取り組みを推進してきた。2008年に開催したG8大学サミットとその後毎年継

続して開催しているサステナビリティ・ウィークにおいては、様々な課題に関する国際シンポ

ジウムや市民講座が開催されており、これらの活動の中で、人間、社会、グローバルレベル

での持続可能性（サステイナビリティ）の考え方は、２１世紀における最も重要な概念の一つ

であることが改めて確認された。特に G8 大学サミットでは、すべての大学は、次世代に持続

可能な地球と社会を残すため、問題解決に重要な役割を担っており、大学は中立かつ客

観的な存在として、持続可能な社会の形成に向けて、政治と社会を啓発していくのに最も

ふさわしい存在であると位置付けられた。 

さらに、同大学サミットにおいて採択された「札幌サステイナビリティ宣言」では、サステイ

ナビリティの実現において大学が果たし得るもうひとつの役割は、大学の研究教育プロセス

を通じて社会の様々なステークホルダーとの交流を行い、サステイナブルな社会の新しいモ

デルとして自らのキャンパスを活用していくことにあるとしている。大学は、自らが持つサステ

イナビリティに関連する先端知識を社会と一体になって実験する場としてキャンパスという空

間と組織を有している。将来を担う若い世代が生活の多くの時間を過ごす場であるキャンパ

スをサステイナブルにすることによって、大学内の構成員はもとより、学外の地域社会にも波

及効果を与え、社会をリード出来ることを大学自らが率先して示すことが可能となる。その意

味で、「サステイナブルキャンパス」は、まさにサステイナビリティを目指す社会のモデルとな

り得るものである。 

具体的には、エネルギー消費量のような数値データだけを問題にするのではなく、マネジ 

メントの手法や構成員の参加・協力体制まで含めた総合的な施策が必要である。例えば、

米国・カナダの大学を対象に行われているサステイナブル・キャンパス・ランキングや英国の 

大学で行われているグリーン・リーグでは、①管理体制、環境政策、②投資の優先性、③環

境監査、モニタリング、④建物等の環境配慮、⑤専従スタッフの有無、⑥透明性、⑦廃棄物

のリサイクル、⑧再生可能エネルギーの利用、⑨食品のフェアトレード、⑩学生、教職員の

参加、⑪温室効果ガス対策、⑫エネルギー、水使用量、⑬交通等の項目について評価が

行われている。 

 

（２） 必要性 

サステイナブルキャンパスの実現を大学の方針の重要な柱とすることは、上記のような動

きからしても喫緊の課題であるが、そのためには、中期目標、中期計画等へ位置付けるとと

もに、具体的な施策の立案とそれを実施するための全学的な対応が必要である。上記評価

項目①～⑬に見られるように、極めて広範な活動を統括するとともに様々な案件に迅速に

対応する必要があり、新たな組織の設置が必要である。 

① 中期目標の実現 

本学の第二期中期目標においては、環境配慮型キャンパスの整備を推進することとして
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おり、これに基づいた第二期中期計画においては、「エコキャンパス基本計画」及び「エ

コキャンパス行動計画」を策定し施設整備を推進することや、キャンパス全体を対象とす

る総合環境性能評価システムを構築することが掲げられている。 

このような大学の方針を実現するためには、総長室や事務局、更には関係する運営組 

    織や部局、学内共同研究教育施設等と密接に連携し、サステイナブルキャンパスを推進 

    する中核的組織を設置することが必要である。 

② モデル構築及び実践の場 

研究教育や情報発信だけでなく、実際に大学において、持続可能な社会づくりに対す

る取り組みを行うことが重要である。欧米においては、上記のような評価項目にしたがって、

大学の取り組みを評価・公表する方向にある。 

このような大学のサステイナビリティに対する取り組みを内外に示すことは、自らのキャ

ンパスを実験場として、持続可能な社会モデルを構築するという「札幌サステイナビリティ

宣言」を実現するための具体策の一つとして位置付けることができる。また、このためには、

大学全体の取り組み状況を常にチェックし、不断の改善を行うための「キャンパス・サステ

イナビリティ・アセスメント」の仕組みを確立することが急務である。 

 

（３） サステイナブルキャンパス推進本部の設置 

以上のような状況を踏まえ、本学においてサステイナブルキャンパスを構築するためには、

教育・研究を含めた総合的な取り組みが必要であり、このためには、平成２２年１月に、施設・

環境計画室が取りまとめた「持続可能な社会づくりに貢献するキャンパス運営を目指して（環

境負荷低減に関する提言）」において提言された、施設、国際、教育、研究、企画・経営等の

各総長室・本部等を横断する新たな運営組織として「サステイナブルキャンパス推進本部

（以下「推進本部」と言う。）」の設置が必要である。 

 

2．組織の概要 

（１） 組織 

① 推進本部に、本部長、部門長、コーディネーターその他必要な職員を置く。 

② 本部長(Executive Director)は、推進本部の業務を統括する。本部長は，施設・環境担 

 当理事をもって充てる。 

③ 推進本部の業務を実施するために、次の部門を置く。 

１）キャンパスアセスメント部門(Division of Campus Assessment) 

２）環境負荷低減対策推進部門(Division for Reduction of Environmental Impacts) 

④ 部門長(Director)は，部門の業務を統括する。部門長は、総長が指名する職員をもって

充てる。なお、将来的には、専任とすることを検討する。 

⑤ 上記部門の業務を実施するため、当面各部門をそれぞれ担当する 2 名のコーディネー 

ターを配置する。 

⑥ 推進本部の運営に関する重要事項を審議するため、「運営委員会」(Steering 

Committee)を置く。 

１）運営委員会は、推進本部の組織に関する事項、事業計画に関する事項、コーディネー 

ターの選考に関する事項、予算に関する事項、その他推進本部の運営に関する重要事 
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項を審議する。 

   ２）運営委員会は、以下に掲げる者によって組織する。任期は２年とし、再任を妨げない。  

    ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

ア）本部長 

イ）部門長 

ウ）本部長が指名する職員 若干名 

エ）施設部長 

３）運営委員会に、専門的事項の調査、検討等を行うため、専門委員会等を置くことができる

ものとする。 

⑦ 各部局等で環境負荷低減対策に関する活動を推進本部と連携して実施する職員を、 

「環境負荷低減推進員」として任命する。 

  ⑧ 推進本部の庶務は、事務局施設部施設保全課が担当する。 

 

（２） 主たる業務 

A. キャンパスアセスメント部門 

  第二期中期目標で掲げた環境配慮型キャンパスの整備を推進するために、サステイナ 

ブルキャンパスを構築するための計画を、「環境負荷低減対策推進部門」と協力して立案 

するとともに、当該計画の実現に向けた各種活動を評価及びモニタリングする手法を確立 

する。また、部局等と連携した学生・教職員等が参加するプログラムの企画立案、サステイ 

ナブルキャンパス構築に係る本学のポテンシャルの向上に資する関係機関とのネットワー 

クの構築等を行う。具体的には、主に以下の活動を戦略的かつ段階的に展開する。 

１） サステイナブルキャンパスを実現するための計画立案 

・ 中期目標・中期計画、キャンパスマスタープランと連動した、サステイナブルキャンパス

に関する基本計画及び行動計画の策定を行う。 

２） サステイナビリティ・アセスメントの実施 

・ サステイナビリティ・アセスメントに関する評価項目を抽出し、これに基づきキャンパスに

おいて発生する環境負荷に関するアセスメントを行う。また、このアセスメント結果について

学内外へ公表する。 

・ 文部科学省が進める「大学等施設の評価システム」とも連携を図り、本学の特性を踏ま

えた総合環境性能評価システムの評価項目を設定する。 

３） 参加型プログラムの企画立案 

・ 学生、教職員の参加を図った環境管理モニタリング、生態環境モニタリング、ごみ削減・ 

リサイクルプロジェクト等を、部局等との連携の下に立ち上げ、段階的に全学に展開させ

る。 

・ 上記の活動・成果を情報発信するとともに、キャンパス周辺及び地域の環境管理活動

等へ拡大することについて検討する。 

４） 国内外のネットワーク構築 

・ サステイナブルキャンパス構築に関する国際的なネットワークと連携し、先進事例の調

査研究、情報交換、情報発信等を行う。 

・ 本学が有する研究林や歴史的資産等の資源を、地域の主体と協働しつつ、その有効
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活用について関係部局との連携の下に推進する。 

・ 教職員・学生の間で学内の環境に係る情報の共有化を図る学内環境情報ネットの構築

を行う。 

 

B. 環境負荷低減対策推進部門 

第二期中期目標で掲げた環境配慮型キャンパスの整備を推進するために、「キャンパス 

アセスメント部門」と連携し、環境負荷低減対策に係る具体的方策に関する企画立案、そ 

れらの実施に向けた部局等との連絡調整、キャンパスを実験場として捉えたモデル構築及 

び実践等の活動を行う。具体的には、主に以下の活動を戦略的かつ段階的に展開する。 

１） 環境負荷低減に関する実行計画の立案 

・ 「持続可能な社会づくりに貢献するキャンパス運営を目指して（環境負荷低減に関する

提言）」に掲げた二酸化炭素削減目標を実現するための具体的な実行計画を立案すると

ともに、その予算化に向けたプロセスを検討する。 

・ 本学における施設整備に関する省エネ設計基準を、施設・環境計画室及び施設部と連

携し構築する。 

・ 本学キャンパスの環境水準を高めるための基準を、施設・環境計画室、施設部及び関

連部局と連携し構築する。 

２） 省エネルギー対策の推進 

・ キャンパスの全施設毎の二酸化炭素排出量をモニタリングするため、各部局等に対し

て個別メーター等の設置を推進するとともに、エネルギー使用量に関するデータを収集し

データベースを構築する。 

・ 省エネタイプの機器の導入・転換、再生可能エネルギーの導入等、施設整備に関連す

る省エネ対策に係る推進計画を策定する。 

・ キャンパスの特徴（面積、積雪、表土、緑被率等）を活かした省エネ技術の施設・  
環境計画への導入について検討する。 
３） 知的資産のキャンパス環境への適用 

・ キャンパスを実験場として捉え、環境負荷低減や地球環境への配慮を前提とした新た

な技術（再生可能エネルギー、自然エネルギー利用、環境負荷低減に配慮した交通計画

技術等）の導入の可能性について、学内外の専門家と協力し検討する。 

 

C. 推進本部と部局の連携体制 

 １）連携体制の必要性 

・ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律」が、平成２０年５月に改正され、平成２２年

度からは従来のキャンパス単位でのエネルギー管理に加え、法人単位でのエネルギー管

理が導入されるなど、法規制が強化された。 

・ 東京都では、平成２１年度から、温室効果ガス排出量の削減という観点から、事業所の

区分ごとに削減義務率を設定するとともに、その実効性を確保するため、削減義務未達成

の場合は措置命令が出され、更に措置命令違反の場合は罰金等が課されることとなって

いる。 

・ 文部科学省が示した今後の国立大学法人等の施設整備の方向性においても、「地球
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環境に配慮した教育研究環境の実現」が重要な課題の一つとして位置付けられている。 

・ 環境負荷低減という視点では、北海道は暖房の使用などのために、一人当たりのエネ

ルギー使用量が全国平均の１．３倍となっており、その削減が大きな課題となっていること

から、エネルギー使用量が札幌市で最大の事業所の一つである本学としては、率先して

環境負荷低減に取り組む必要がある。 

・ 以上のような厳しい社会情勢に対応するためにも、全学統一的な取り組みと各部局ごと

の取り組みを連動させることが必要不可欠である。 

 ２）環境負荷低減推進員の役割 

・ 本学では、昭和５４年に制定された「北海道大学エネルギー対策実施基本要領」に基

づき、省エネルギー対策委員会が設置され、省エネルギー月間の設定、各事務室・講座

等毎の省エネルギー担当者の設置等を通じて、これまで省エネルギー対策に努めてきて

いるが、必ずしも十分な成果を挙げてきたとは言い難い。本推進本部の設置を契機として、

この体制をサステイナブルキャンパス構築に向けた内容に改編する必要がある。 

・ 上記の状況を踏まえ、環境負荷低減対策に関する活動を推進本部と各部局が連携し

て実施する新たな体制を構築するために、各部局に「環境負荷低減推進員」を置く。環境

負荷低減推進員は、主に以下の活動を行う。 

①  サイテイナブルキャンパスに関する基本計画及び行動計画を踏まえ、各部局等が環

境負荷低減対策を具体的に実施する際に推進本部との連絡調整を行う。 

②  推進本部がサステイナビリティ・アセスメントを実施する際や、本学の施設整備に関

する省エネ設計基準を作成する際に、各部局等の現状把握や連絡調整を行う。 

③ 推進本部と連携し、各部局等の建物の省エネ診断、省エネキャンペーン、ごみ減量、

リサイクル推進等の推進役を担う。 

④  推進本部が各部局等と連携して実施するモデルプロジェクト・プログラム等の企画・

立案に協力する。 

⑤  推進本部と環境負荷低減推進員が意見や情報の交換を行う場として、「環境負荷低

減推進員会議」を設置する。 

 

 

（３） 設置時期 

本推進本部の設置時期は、平成２２年１１月１日とする。 
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【役員会】

総 長

【役員会】

総 長

【サステイナブル
キャンパス
推進本部】

本部長

部門長

コーディネーター

【サステイナブル
キャンパス
推進本部】

本部長

部門長

コーディネーター

サステイナブルキャンパス推進本部

【目的】

・キャンパス・サステイナビリティに関する統括
【目標】

・自らの環境負荷を極限まで削減し、最終的には自然エネルギー、再生可能エネルギー等の活用によって、ゼロエミッションの
達成を目指す。

持続可能な社会づくり」におけるリーディング・ユニバーシティとなることを目指す。
【設置】

・国立大学法人北海道大学組織規則に基づく運営組織。
【組織】

部長は施設・環境担当理事をもって充て，サステイナブルキャンパス推進本部を統括する。
・部門長は総長が指名する職員をもって充てる。将来的には，専任とすることを検討する。

・コーデｨネーターは，上記２部門の業務を実施する。

・各部局等で環境負荷低減対策に関する活動を中核となって取り組む職員を、「環境負荷低減推進員」として任命する。
進本部の庶務は，事務局施設部が実施する。

・「

・本

・推

環境負荷低減対策
の実施

【各部局等】（学生を含む）

環境負荷

低減推進員

環境負荷低減対策
の実施

【各部局等】（学生を含む）

環境負荷

低減推進員

連携協力

サステイナブルキャンパス推進本部

【総長室】

推進本部の組織，事業計画，
予算等の審議

運営委員会

推進本部の組織，事業計画，
予算等の審議

運営委員会

推進本部の業務

●

・サステイナブル・キャンパスに
関する基本計画及び行動計画の
策定

・サステイナビリティ・アセスメ
ントの実施

・参加型プログラムの企画立案
等

キャンパスアセスメント部門

●

・環境負荷低減に関する実行計画
の立案

・省エネルギー対策の推進
・知的資産のキャンパス環境への
適用 等

環境負荷低減対策推進部門

推進本部の業務

●

・サステイナブル・キャンパスに
関する基本計画及び行動計画の
策定

・サステイナビリティ・アセスメ
ントの実施

・参加型プログラムの企画立案
等

キャンパスアセスメント部門

●

・環境負荷低減に関する実行計画
の立案

・省エネルギー対策の推進
・知的資産のキャンパス環境への
適用 等

環境負荷低減対策推進部門

経営・企画室

施設･環境計画室

研究戦略室

教育改革室

【総長室】

経営・企画室

教育改革室

研究戦略室

施設･環境計画室

市民団体

行 政

企 業

市民団体

行 政

企 業

サステイナビリティ学

教育センター
（ＣＥＮＳＵＳ）

環境関連部局

環境保全センター

国際本部国際本部

連携協力

連携協力

サステイナビリティ学

教育センター
（ＣＥＮＳＵＳ）

環境保全センター

環境関連部局
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■国内及び諸外国のサステイナブルキャンパスに関する取り組み状況 

 

１．国内の動向 

 

1-1. 東京大学 

 2008 年 4 月、当時の小宮山総長の強いイニシアティブにより、Todai Sustainable 
Campus Project（TSCP）が始動し、東京大学は二酸化炭素排出量の総量削減目標を定

めた。その目標は、TCSP2012 とTCSP2030 という２段階になっており、TCSP2012 は、

2008 年度から 2012 年度までの 5 年間に非実験系で二酸化炭素排出量を 2006 年度比で

15％削減、TCSP2030 は、2030 年度までに二酸化炭素排出量を 2006 年度比 50％削減

するというものである。 

 

1-2. 三重大学 

 三重大学は、環境報告書において、学長が「世界一の“環境先進大学”を目指す」「環

境は経営の最優先事項である」「環境人財の養成を行う」と非常に強いメッセージを発

している。三重大学の環境方針には環境対策の対象として挙げられる項目が「教育、研

究、社会貢献、業務運営」の順に記載されていることでもわかるように、教育面、つま

り学生の環境教育に力を入れている。 
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２．海外の動向 

 

2-1. サステイナブル・キャンパス・ランキング（全米・カナダ 332 大学） 
 （評価項目） 

1. 管理体制（administration） 

大学の経営者や理事のサステイナビリティに関する方針づくりと関与 

2. 気候変動とエネルギー（climate change and energy） 

キャンパス内でのエネルギー効率、環境保全、排出量削減義務、再生可能エネ

ルギーの使用 

3. 食品とリサイクル（food and recycling） 

リサイクルやコンポストを含む食堂のサービスポリシー 

4. 環境配慮型の建築物（green building） 

キャンパス全体のグリーンビル指標と、新築・既存ビルのグリーンビル計画 

5. 学生の関与（student involvement） 

サステナブルな活動への学生の参加、学校運営者による活動への支持 

6. 交通（transportation） 

学生、教員、スタッフ用の代替輸送、キャンパス内運行車両への代替燃料・ハ

イブリッド技術活用 

7. 透明性を有すること（endowment transparency） 

寄付・投資情報や、株主代理投票の記録の公開 

8. 投資の優先性（investment priorities） 

再生エネルギーファンドへの投資、地域開発ファンドへの投資 

9. 関係者の関与（shareholder engagement） 

出資者の責任として、学生、教員、卒業生の参加も含んだ評議員に持続可能性

に関する方針の重要性をアドバイスすること 
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2-2. グリーン・リーグ（英国のエコ大学ランキング 133 大学） 

 （評価項目） 

１．環境政策の公表 

２．専従環境スタッフの有無 

３．包括的環境監査の有無 

４．認定基準に従った投資 

５．カーボンマネジメント 

６．食品のフェアトレード 

７．学生、教職員の参加 

８．再生可能エネルギー利用率 

９．廃棄物のリサイクル率 

10．CO2 の排出量 

11．水使用量 
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環境負荷低減に関する削減目標と具体的方策 

（「持続可能な社会づくりに貢献するキャンパス運営を目指して-環境負荷低減に関する提言-」から抜粋） 

 

１．二酸化炭素の排出量に関する削減目標 

○2005 年度（最大排出年度）の数値（91,270 t-CO2）から，毎年概ね 2%程度削減 

○毎年 2%の削減率が達成できた場合，2020 年度には 2005 年度比で概ね 20%の二酸化炭素 

 （18,100t-CO2）の排出量を削減 

      ○2030 年までの長期目標として 32,000（t-CO2）の排出量削減（2005 年度の 35％）を実現 

 

二酸化炭素排出量 

 基準
年 

第二期中期目標期間 中期的目

標 

長期的目

標 

年度 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2020 2030 

二酸化炭素総排出

量(t) 
91,270 89,400 87,600 85,800 84,100 82,500 80,800 73,100 59,300 

2005 年度との比較

(%) 
100 98 96 94 92 90 89 80 65 

備考）本削減目標については，研究活動の進展等による大型設備導入に伴う影響は除く。 

 

二酸化炭素排出削減試案（2030 年度までの長期目標）  （基準年は 2005 年度） 

項   目 二酸化炭素削減量（ｔ） 

・高効率ガスヒートポンプ空調機に更新 ５８０ 

・ＬＥＤ照明への転換 ４，７５０ 

・自然エネルギー（太陽光等）の利用 ６５０ 

・個別冷暖房へ切り替え ３，４６０ 

・環境マネジメント ４，５００ 

・病院エスコ事業 ４，９００ 

・特定規模電気事業者（ＰＰＳ）との電気供給契約 ８，０７０ 

・学内の環境負荷低減に係る技術を民間企業に供与 ５，０００ 

計 ３１，９１０ 

 

 

(参考）サステイナブルキャンパス構築の実施サイクル 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

評価に基づいた新たな対策の検討 

Ａｃｔ 

【環境負荷低減に関する方策】 

目標計画及び実施計画の作成 

Ｐｌａｎ 

○外部審査 
・第三者による実施状況に係る評価 

Ｃｈｅｃｋ 

・環境負荷低減に関する具体的な目標，計画案の策定

○サステイナブルキャンパス推進本部 

Ｐｌａｎ 

○総 長 
・評価に基づいた目標，計画の見直しに関する指示 

Ａｃｔ 

○各部局等（環境負荷低減対策推進委員外） 
・環境負荷低減対策の実施 

Ｄｏ 
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２．環境負荷低減に関する方策 

方  策 項  目 内  容 

1.1 削減目標の達成 
・達成状況のモニタリング及びフィードバック 
・二酸化炭素以外の環境負荷の調査及び目標設定 
・目標達成率の特に顕著な部局等に対する表彰 

1.2 省エネ設計の徹底 

・新築・改修工事について省エネ設計の徹底 
（断熱材、高断熱窓枠、暖房方式の転換、昼光セン
サー、ホーム分電盤、プルタイプスイッチ、インバ
ータ装置、高効率型トランス、集中運転管理装置、
ＬＥＤランプ、間伐材、日射遮蔽装置等） 
・二酸化炭素排出量の多い部局を重点とした省エネ
診断 

1.3 省エネタイプ器具の導入

・ボイラー、空調機器、照明機器等の高効率機器へ
の取替 
・外断熱工法の採用、風除スペースの設置、照明用
赤外センサー等の設置 

1.4 再生可能エネルギーの導
入 

・太陽光・地下熱・風力・バイオマスエネルギー利
用に係る可能性の検討 
・小規模施設等における再生可能エネルギー導入に
関する検討 

1.5 入構車両の抑制 

・車両の入構抑制を引き続き進める 
・キャンパス内の動線計画の具体化 
（南キャンパス中央モールの歩行者動線、西門・桑

園門からの自動車動線等） 

14 

1. 省エネ対策の推進 
  
  
  
  

1.6 省スペースの徹底 
・無駄な建物・スペースの削減 
・有効に活用されていない建物・スペースの点検・
評価 

2.1 数値目標の設定 
・リサイクル率の向上 
・一般ごみの年間総量を、6,000 ㎥以下とする 
・分別ゴミ箱に係る規格の統一化 

2.2 ボトムアップ型エコキャ
ンパス活動 

・「環境科学院ごみ削減プロジェクト」の「見える化」
対策等の全学的な推進 

2. 学内における３R の徹底 
  

2.3 生ごみなど有機性廃棄物
の循環利用 

・食料残渣、シュレッダー化した紙ごみ、緑化ごみ
等を資源として認識し再利用する 

3.1 有害物質及び廃棄物の適
正処理 

・汚水排出防止の徹底 
・蛍光管リサイクルの取組 
・PRTR 物質以外の登録徹底 

3. 環境関連法の周知・徹底 
  

3.2 環境調達の推進 

・環境配慮契約法、グリーン購入法に基づく調達の
推進 
・新たな電気供給契約による二酸化炭素排出係数の
小さな電力の購入 

4.1  環境負荷低減に関する

取組及びその成果の周知 

・環境報告書，ホームページ、イベント、インフォ
メーションセンター、エコプロダクツ展等の利用 

4.2 普及啓発方法の多様化 

・環境負荷の「見える化」の推進 
・学内環境情報ネットの構築 
・環境負荷の低減に向けたアイデア・プロジェクト
の公募 

4. 学内外への周知・啓発 
  

4.3 学生教育の推進 
・環境教育に関する体制づくり及び教育コンテンツ
の作成 
・魅力ある大学院教育プログラムの構築 

5.1 研究林の整備 
・「北の森林プロジェクト」の推進及び森林認証の取
得 
・研究林の整備による二酸化炭素発生量の相殺  

5. 北の森林プロジェクト 
  

5.2 外周樹林帯及びエルムの
森の創生 

・キャンパス環境整備の推進及びこれによる温暖化
ガスの吸収  

6.1 キャンパスを利用した環
境負荷低減に関する研究
の推進 

・キャンパスを利用した環境負荷低減に関する研究
テーマの構築 6. 新たな手法の開発 

  

6.2 その他の手法の開発 
・カーボンオフセット等のメカニズムの活用 
・産学連携による学外の二酸化炭素排出量の削減 
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Ⅰ
週
目

通
常
使
用
週

Ⅱ
週
目

省
エ
ネ
活
動
実
施
週

Ⅲ
週
目

省
エ
ネ
パ
ト
ロ
ー
ル
実
施
週

Ⅳ
週
目

省
エ
ネ
活
動
実
施
後
週

「
省

エ
ネ

活
動

実
施

中
」
ポ

ス
タ

ー

電
力

ガ
ス

省
エ
ネ
活
動

・
省
エ

ネ
活
動

の
取
り

組
み
を

紹
介
し

た
貼
り

紙
の
配

布
・
廊
下

等
照
明

用
人
感

セ
ン
サ

ー
の
タ

イ
マ
ー

設
定
見

直
し

・
共
通

湯
沸
か

し
器
の

設
定
温

度
見
直

し
・
各
室

へ
省
エ

ネ
の
呼

び
か
け

・
省
エ

ネ
ア
ン

ケ
ー
ト

実
施

電
力

ガ
ス

省
エ
ネ
活
動

・
省
エ

ネ
活
動

の
取
り

組
み
を

紹
介
し

た
貼
り

紙
の
配

布
・
廊
下

等
照
明

用
人
感

セ
ン
サ

ー
の
タ

イ
マ
ー

設
定
見

直
し

・
共
通

湯
沸
か

し
器
の

設
定
温

度
見
直

し
・
各
室

へ
省
エ

ネ
の
呼

び
か
け

・
省
エ

ネ
ア
ン

ケ
ー
ト

実
施
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測

定
器
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電
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ﾒ
ｰ
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所
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ガ

ス
ﾒ
ｰ
ﾀ
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所
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（
温

度
計

1
0カ

所
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・
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
削
減
効

果
(
平
成

2
0
年
度

比
)

・
C
O
2
削

減
効
果

(
平
成

2
0
年
度
比

)

■
環

境
負

荷
低

減
対

策
モ

デ
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

環
境

負
荷

対
策

工
事

に
よ
る

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
実
現

・
サ

ル
キ

ャ
ン
パ

ス
構
築

の
た

め
の

モ
デ

ル
ケ

ー
ス

・
学

内
事

業
の

一
環

・
事
業
経

費
万
円

・
エ
ネ
ル

い
化
石

燃
料
か

ら
の
脱

却

・
設
備
の

い
省
エ

ネ
ル
ギ

ー
を
実

施

北
海
道
大

（
地

球
環
境

科
学
研

究
院
）

約
1
千
万

円
/
年

-
3
0
%

約
4
0
0
t
-
C
O
2
/
年

-
1
8
%

の
低

減
テ
イ

ナ
ブ

Ｅ
Ｓ

Ｃ
Ｏ

１
億
２
千

ギ
ー
転

換
を
行

学
環
境

科
学
院

ス 高
効
率

化
を
行

事
業

内
容

事
業

に
よ

る
効

果
(推

計
)

工
事

期
間

対
象

建
物

平
成
2
1
年

9
月
7
日

～
平
成

2
2
年

3
月
1
9
日

（
6
.
5
カ
月
）

「
太

陽
光

発
電

量
」
と

「
使

用
量

の
見

え
る

化
」
が

大
型

デ
ィ

ス
プ

レ
イ

で
確

認
で

き
る

（
玄

関
ホ

ー
ル

）

自
然

ｴ
ﾈ
ﾙｷ
ﾞ
ｰの

利
用

光
発

電
太
陽

設
備

自
然
ｴ
ﾈ
ﾙｷ
ﾞ
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利
用

太
陽

光
発
電
設
備
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陽
光
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2
（

縦
4x
横
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4
0
枚
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ﾀ
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0
K
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計
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枚
）

x横
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ｨ
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2
0
K
w

（
縦
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横
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3
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ﾄ
計
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枚
）

（
縦

4
枚
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○
ﾓﾆ

ﾀ
一
式

x横
5を

2
ｾｯ
ﾄ
計
40

ﾘﾝ
ｸﾞ

ﾃﾞ
ｨ
ｽﾌ
ﾟﾚ
ｲ

○
削

減
効

果
（

発
電

電
力

量
）

約
3
0万

円
/年

（
2
2
K
Wh
/
年
間
）

○
C
O
2削

減
量

11
t/
年

○
削

減
効

果
（

発
電
電
力

量
）

約
3
0万

円
/年

（
2
2
K
Wh
/
年
間
）

○
C
O
2削

減
量

11
t/
年

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ転

換
高

効
率

ﾎﾞ
ｲ
ﾗｰ
の

設
置

ﾞｽ
焚

ﾎ
ﾞｲ
ﾗｰ
設

備
ｶ

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷﾞ

ｰ転
換

効
率

ﾎﾞ
ｲ
ﾗｰ

の
設
置

焚
ﾎ
ﾞ
ｲﾗ
ｰ設

備

○
ｶ
ﾞ
ｽ焚

貫
流
ﾎ
ﾞ
ｲﾗ
ｰ

74
2K
W

2基

高 ｶ
ﾞ
ｽ

○
ｶ
ﾞ
ｽ焚

貫
流

ﾎ
ﾞ
ｲﾗ
ｰ

7
42

KW
2基

○
削

減
効

果
約

4
90
万
円
/
年

○
C
O
2削

減
量

19
9
t
/年

○
削

減
効

果
約
4
90
万
円

/
年

○
C
O
2削

減
量

1
99

t/
年

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷﾞ

ｰ転
換

高
効

率
空

調
機

の
設
置

G
H
P
･
E
H
P
空
調
機
設

備

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷﾞ

ｰ転
換

高
効
率
空

調
機
の

設
置

GH
P
･E
HP
空

調
機

設
備

○
G
HP

(ｶ
ﾞ
ｽﾋ
ｰ
ﾄﾎ

ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ)

室
内
機

2
1
台

○
E
HP

(電
気
ﾋ
ｰﾄ

ﾎﾟ
ﾝ
ﾌﾟ
)

室
内
機

2
0
台

○
GH

P(
ｶ
ﾞｽ

ﾋｰ
ﾄ
ﾎﾟ
ﾝ
ﾌﾟ

)
室

内
機

21
台

○
EH

P(
電

気
ﾋｰ

ﾄﾎ
ﾟ
ﾝﾌ

ﾟ)
室

内
機

20
台

○
削

減
効

果
約
2
50
万
円

/
年

○
C
O2
削
減
量

8
3

t/
年

○
削

減
効

果
約

2
50
万
円

/
年

○
C
O
2削

減
量

83
t/
年

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ
ﾛｽ

の
低

減
，

高
断

熱
化

ﾊﾆ
ｶﾑ
ｻ
ｰﾓ
ｽｸ
ﾘ
ｰﾝ
の

設
置

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷﾞ

ｰ
ﾛｽ
の

低
減

，
高

断
熱

化

ﾊ
ﾆｶ
ﾑｻ
ｰﾓ
ｽ
ｸﾘ
ｰﾝ
の

設
置

○
ﾊ
ﾆｶ

ﾑｻ
ｰ
ﾓｽ
ｸ
ﾘｰ

ﾝ
9
0窓

(既
設

ｻｯ
ｼｭ
に
追

加
)

○
断

熱
ﾌｨ
ﾙ
ﾑ

1
40
窓

(
既
設

ｶ
ﾞﾗ
ｽ
に
貼

付
)

○
ﾊﾆ

ｶﾑ
ｻ
ｰﾓ

ｽｸ
ﾘ
ｰﾝ

90
窓
(
既
設

ｻ
ｯｼ
ｭ
に
追

加
)

○
断

熱
ﾌ
ｨ
ﾙ
ﾑ

1
4
0窓

(
既
設
ｶ
ﾞﾗ
ｽ
に
貼
付
)

○
削

減
効

果
約

4
0万

円
/
年

○
C
O
2削

減
量

1
4

t/
年

○
削

減
効

果
約
4
0万

円
/年

○
C
O
2削

減
量

14
t/
年

照
明
器

具
の

省
エ

ネ
・
高

効
率

化

省
ｴ
ﾈ
型
照
明
器
具

の
設
置

照
明
器

具
の
省

エ
ネ

・
高

効
率

化

省
ｴ
ﾈ
型
照
明

器
具
の
設
置

○
省
ｴﾈ
安

定
器

(H
f
ｲﾝ

ﾊﾞ
ｰ
ﾀｰ
)

に
取
替

93
4台

○
高

輝
度

誘
導

灯
に

取
替

53
台

○
LE

Dﾀ
ﾞ
ｳﾝ

ﾗｲ
ﾄ
に
取

替
85
台

○
省

ｴ
ﾈ安

定
器

(
Hf
ｲ
ﾝﾊ
ﾞ
ｰﾀ

ｰ)
に
取
替

9
3
4台

○
高

輝
度

誘
導

灯
に

取
替

5
3台

○
L
ED

ﾀﾞ
ｳ
ﾝﾗ
ｲ
ﾄに

取
替

8
5台

○
削

減
効

果
約
7
0万

円
/年

○
C
O
2削

減
量

27
t/
年

○
削

減
効

果
約

7
0万

円
/
年

○
C
O
2削

減
量

2
7

t/
年

使
用

量
の

見
え
る

化

電
力
･
水
道
ﾒ
ｰﾀ

ｰの
設
置

使
用
量

の
見

え
る

化

電
力

･
水

道
ﾒ
ｰ
ﾀ
ｰ
の

設
置

○
電
力
ﾒ
ｰ
ﾀ
ｰ設

置
1
23
台

○
水
道
ﾒ
ｰ
ﾀ
ｰ設

置
4
6台

○
電

力
ﾒｰ

ﾀｰ
設

置
1
23
台

○
水

道
ﾒｰ

ﾀｰ
設

置
4
6台

○
削

減
効

果
（

低
減
効

果
5
%
想
定

）
約
17
0万

円
/年

○
C
O
2削

減
量

6
9
t/
年

○
削

減
効

果
（
低

減
効

果
5
%想

定
）

約
1
70
万
円

/
年

○
C
O2
削

減
量

6
9

t/
年


